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２０１１年度拡大運営委員会報告
帝国ホテル松の間で行われた標記委員会の報告を下記の通り致します。
（日  時）２０１０年１０月７日(木)　１５：００－１７：１０
（出席者）金、江森、山本、山田（フード連合）、徳田、郷野、鈴木（隆）、中野、山河、大場、鈴木（瑞）、澤井（UIゼンセン同盟）、小川、大谷（全国農団労）、田上、井土、中野、後藤田（サービス連合）、見里、中田、高田（JCC事務局）、合計21名（敬称略）

冒頭、金議長の挨拶があり議事に入った。

1． 2010年度 活動経過報告

IUF財政の困窮から控えていた活動が2010年の年明け以降再開され、多くの会議やセミナーの対応を行った。また、日系多国籍企業の対応も本格化し、JTグループ労組会議の開催に注力した他、関連テーマでのJCCセミナーの開催、個別の労使問題への対応も行った。

内部では事務局長の交代を前に事務局次長のポストを設置し、事務局業務を行った。また、会議通訳費の負担あり方をJCC内規として再整理した。

重点課題は①地域内における役割の充実、②情報発信機能の更なる充実、③日系多国籍企業の労使関係上の課題への対応④今後の組織のあり方とJCCの役割に関する議論の4点をあげて活動を行った。

1 食品飲料部門の地域会議が2回（09年10月バンコク、10年8月クアラルンプール）開催され、日本の加盟組織からも積極的に参加するとともに、プレゼンテーションも行い会議に貢献した。
また、財政難から地域委員会の開催自粛が呼びかけられる中、オーストラリアのNUWと協力して資金負担し、地域委員会の自主財源開催に貢献した。

2 使用者も招待して「企業の海外展開と現地の労使関係」をテーマにセミナーを実施した。また、運営委員会メンバー対象の勉強会を3回開催し、情報共有に努めた。
IUF本部および地域組織に対しては、日本の関連産業の現況や加盟組織のトピックに関する情報の発信を継続して行った。

3 日系企業の海外現地法人における労働問題が数件あり、当該の産別組織及び単組と協力して対応した。全てのケースで、大きな争議に発展させること無く解決できた。
またJCCセミナーを企業の海外進出における労働問題をテーマに設定し、今後関連労使で取り組んでいくためのスタートを切った。
JTグローバル労組会議をフード連合全たばこ労組のイニシアティブによってIUFタバコ部会の枠組内で実施した。
4 事務局次長のポストを設置し、引継ぎを兼ねて事務局業務を推進すると共に、通訳費の負担のあり方に関して再整理を行った。
また、2011年の地域総会、2012年の世界総会移行の役員体制およびJCCの役割に関して、三役会を中心とした議論を開始した。

詳細は、議案書P8～25を参照のこと。

事務局より2010年度活動経過報告があり、承認された。

2． 2010年度 決算報告・監査報告

【JCC一般会計】

全般に順調に推移し、各費目についても概ね予算内での執行ができた。為替差益が発生した関係で、日本事務所口座への150万円の繰入は見合わせた。全体では対予算85％の着地となった。

【IUF日本事務所会計】

IUF会費及びA/P地域活動基金の徴収及び支払いにおいて為替差益が約275万円発生した。このため、一般会計からの繰入は見合わせた。
【会計監査報告】

　9月30日に監査を行った。
詳細は、議案書別冊P9～16を参照のこと。

事務局より2010年度決算報告、会計監査（サービス連合後藤田氏）より監査報告があり承認された。
3． 加盟人員の確認

2011年度のIUF加盟登録人員は2010年度と変更が無く、フード連合94,000人、UIゼンセン同盟50,000人、全国農団労12,500人、サービス連合11,000人で、合計167,500人となることを確認した。
4． 第1号議案： 2011年度 活動方針案審議

  本年度は、①地域及び世界総会への対応、②地域内における役割の充実、③情報発信機能の更なる充実、④日系多国籍企業の労使関係上の課題への対応の、4点を重点テーマとして取り組む。
  詳細は、議案書P3～6を参照のこと。

2011年度活動方針案が事務局より提案され、承認・可決された。

5． 第2号議案 ：2011年度 予算案審議

  IUF-JCCの事務所移転の可能性を踏まえて予算編成を行なった。
　詳細は、議案書別冊P2～8を参照のこと。

2011年度予算案が事務局より提案され、承認･可決された。

6． 第3号議案：2011年度 役員選出

議長
金　雅範
フード連合副会長／全たばこ労組委員長
(再任)

副議長
徳田孝蔵
UIゼンセン同盟副会長
(再任)


江森孝至
フード連合事務局長
(再任)


小川　宏
全国農団労書記長
(再任)


田上陽一
サービス連合副会長ﾎﾃﾙ･ﾚｼﾞｬｰ委員会委員長／帝国ホテル労組委員長
(再任)

事務局長
中田展宏
フード連合特別中執／ニチレイ労組副委員長
(新任)
　（兼任：IUF日本事務所 所長）
運営委員

　正運営委員
山本健二
フード連合副事務局長
(再任)


郷野晶子
UIゼンセン同盟常任中執／国際局長
(再任)


大谷篤史
全国農団労中央執行委員
(再任)


井土　純
サービス連合副会長/都ﾎﾃﾙｽﾞ＆ﾘｿﾞｰﾂ労働組合連合会会長
(再任)

　副運営委員
山田　毅
フード連合中執／伊藤ハム労組特別中央執行委員
(新任)


鈴木　隆
UIゼンセン同盟常任中執／フード・サービス部会事務局長
(新任)


杉本直子
全国農団労財政部長
(再任)


中野隆雄
サービス連合副会長／藤田観光労組委員長
(再任)

　特別運営委員
中野英恵
UIゼンセン同盟国際局部長
(再任)

会計監査
山河　博
UIゼンセン同盟副書記長（財政局長）
(再任)


後藤田祥人
ｻｰﾋﾞｽ連合ﾎﾃﾙ･ﾚｼﾞｬｰ委員会常任委員／日本ﾋﾙﾄﾝｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ労連委員長
(再任)

人事検討委員会委員長のフード連合金副会長（JCC議長）より、10月7日に開催された人事検討委員会で確認した2011年のJCC役員体制に関して、上記の通り答申され承認・可決された。

７．その他

1) IUF-JCC事務所の移転に関して

予定移転先は田町、専売会館の4階フロア。
現在の事務所は極めて安価な家賃（約7万円／月）で使用しているが、これは味の素労働組合および味の素（株）のご厚意によるものであり、1単組、1企業への過度な依存は、長期的に見て不自然なことは否めず懸案されていたが、財政的にこれまで解消は困難であった。
今回の移転予定先事務所の費用については、家賃について現在交渉中であり確定していないが、月額10万円～最大で14万円程度の範囲を想定しており、現状と比して一定程度の増額が見込まれるものの、維持可能な範囲と思われることから、当該物件への移転について検討を進めたい。
IUF-JCCの事務所移転について検討を進めることについて事務局より提案され、移転を確定するものではないが、検討を進める方向性について承認された。

2) 第4回A/P 食品飲料ワークショップ報告
8月5-6日、クアラルンプール（マレーシア）にて第4回食品飲料ワークショップが開催され、フード連合山本副事務局長、徳井キリンビール労組中執とJCC見里が出席した。
主な内容は以下の通り：
· 昨年に引き続き、不安定雇用を大きなテーマとして開催されたが、今回は特にパキスタンのコカ･コーラのような成功体験にフォーカスが当てられ、今後の取り組みの指針として共有した。パキスタン、インド、マレーシアなどのアジア諸国で、非正規職の正規雇用化の成功事例があることが報告された。

· ハンス･オルフ･ニルソンIUF会長から北欧の福祉社会モデルの説明があり、北欧の食品労組による雇用の非正規化に対する対応を聞いた。

3) IUF三役会（AC）に向けて

　10月26-27日、ストックホルム（スウェーデン）にてIUF三役会が開催される。日本からは、フード連合の金副会長（IUF副会長）、JCC中田が出席する。

主な内容は、①IUFのアパートについて、②TNC活動について、③IUFセクター活動について、④他GUFsとの共同イニシアティブ、⑤世界総会前の戦略

JCC三役会および次回総会等で、本部会費の値上げの議論となることを懸念する意見が出され、日本加盟組織として、効率的な財政運営を徹底させ、安易な値上げには反対するとの考え方を共有した。
4) A/P地域委員会に向けて

　11月21-22日、香港にてA/P地域委員会が開催される。日本からは、フード連合の金副会長（地域委員）、立石副会長、松谷副会長、江森事務局長（第一代理）、山本副事務局長、山田中執、西脇味の素労組委員長、UIゼンセン同盟の徳田副会長（第一代理）、中野国際局部長（地域委員）、全国農団労の小川書記長（地域委員）、サービス連合の田上副会長（第一代理）、JCC中田が出席する。
　また21日午後は、香港のHKCTUの20周年記念行事に出席する。
下線の2名（松谷副会長、山田中執）の参加を加筆。
5) ILOグローバル対話フォーラム、ホテル観光部門運営委員会に向けて

　11月23-24日、ジュネーヴにてILOグローバル対話フォーラム、続く26日にIUFのホテル・観光部門運営委員会が開催される。日本からはサービス連合の田上副会長、JCC中田が出席する。

6) NGOとの協働

· NGO-労働組合国際協働フォーラム

· 7月30日に連携事例報告会が開催され、児童労働ネットワークにおけるNGOと労働組合の連携事例をACEの岩附代表と共にJCC見里が発表した。

· HIV／エイズ・グループのワークショップ・ツールとして、パンフレット（ワークショップ・メニュー、リーフレット、バインダー）を作成した。

· HIV／エイズ・グループとして8月7日「エイズ文化フォーラムin横浜」に参加し、ILO第200号勧告に関する講演とワークショップを行った。
· 9月から新年度となり、持ち回り制のHIV/AIDSグループ事務局は難民を助ける会（AAR）が受け持つこととなった。JCCの担当はアジア太平洋エイズ国際会議（8月釜山）への参画。
· HIV/AIDSグループとして、12月1日「世界エイズ･デー」に合わせ、11月26日～12月10日の期間に総評会館1階ロビーにてHIV/AIDS活動パネル展を、12月上旬には「ILO新勧告の活用」シンポジウムを開催する。加盟組織からの参加を要請する。
· 児童労働ネットワーク

· 10万人を目標に実施した署名は20万を超える署名が集まった。現在、厚生労働省、外務省、文部科学省と各副大臣への要請に向けてアポイントメントの調整をしている。
· 10月から新年度となり、10月29日に総会を総評会館にて行う。今年度も来年5-6月にキャンペーンを実施する他、政策提言活動、広報活動、傘下組織の拡大と活性化を主要な軸として活動を展開する。
7) 争議支援･連帯活動

＜緊急行動要請＞

2010年度：～2010年8月31日

· BATの会長及びCEOに対し、ノース・カロライナ州のたばこ労働者の労働条件及び生活環境を改善するべく、同社が42％の株を所有するレイノルズ・アメリカン社にFLOCとの話し合いに応じるよう説得してほしいという要請文を送った。：7月6日
2011年度：2010年9月1日～

· スペイン政府の労働者を軽視した緊縮財政政策に対抗するため、スペインナショナルセンターによる9月27日のゼネストが計画された。FECOHT-CC.OOにゼネストを支持し、雇用維持・拡大のための政策の重要性を強調する連帯文を送った。ゼネストは労働者の7割、製造業では10割の参加があり成功裏に実行された。：9月27日
＜個別争議対応＞
· ハワイのパシフィック･ビーチ･ホテル（PBH）の争議において、NLRBが組合主張を全面的に支持して、解雇した労働者の復職や組合との交渉を会社に命じた、昨年の裁定に対し、ホテル側は一時応じたかに見えたが、最近になってこの命令を無視して、復職者の再解雇、労働条件の不利益変更の再開、組合に対する不誠実対応、など更なる法律違反、命令違反を繰り返している。相談会では、11月15日付で抗議レターを送付することを決定。
8) 今後の予定

· 児童労働ネットワーク(CL-net)総会：2010年10月29日、総評会館
· 連合「日本－タイ二国間多国籍企業セミナー」2010年10月23-26日、バンコク

· IUF三役会：2010年10月26-27日、ストックホルム
· 第1回JCC三役会・運営委員会：2010年11月4日、味の素労組会議室
· 第3回UNIグローバルユニオン世界大会：2010年11月9-12日、長崎

· A/P地域委員会：2009年11月21-22日、香港
· ILOグローバル対話フォーラム：2010年11月23-24日、ジュネーヴ
· ホテル観光部門運営委員会：2010年11月26日、ジュネーヴ

· パシフィック･ビーチ･ホテル争議支援相談会：2009年12月7日、交通会館

9) 加盟組織報告

· フード連合：
· 9月13日に大会を開催し、専従者1名（山田氏）の補充を含めて、一部役員の変更を行った。運動方針の補強として300組織中8割を占める中小組織（300人未満）の日常的活動の点検活動を2月頃までを目処に実施し、今後の組織強化に活用すること、2年後の結成10周年を展望し、更に魅力ある産別像について「あり方委員会」を設置し検討を行うことを決定した。
· 9月28日中執会を実施、運動方針の実施計画を決定。

· 口蹄疫の対策本部を設置、緊急カンパ活動で集まった290万円強を被害状況に応じた単組支援や復興支援に活用。

· UIゼンセン同盟：
· 9月8-9日「組合員の生活実感をそのまま運動へ」をスローガンに大会を実施、役員改選を行った。前書記長の島田氏は副会長に、新書記長には松浦氏が就任。フードサービス部会長は吉田氏に代わり、丸大食品労組出身の保坂氏が就任し、事務局長は鈴木氏が就任。前職の大場氏は本部政治局長に就任。

· 口蹄疫についてカンパを実施し880万円が寄せられた。また地域支援を念頭に、フード・サービス部会の中央委員会を宮崎のシーガイアで実施した。

· 全国農団労：
· 7月23-24日大会を実施。役選はなし。運動方針としてセクハラ対策の実施を確認。フードバンク活動への取り組みについて研究を開始。9月25日に関連のセミナーを実施。
· 口蹄疫のカンパを実施、集まった約150万円を現地に寄付。

· サービス連合：

· 7月21日に大会を実施。中間年であり補強のみ。

· 10月1日に拡大中執を実施し、2011春闘方針、正規・非正規労働者の賃金改善、35歳550万円の賃金指標へのロードマップ、最低賃金を討議、均等待遇、総実労働の短縮、ワークライフバランス、60歳以降の雇用確保等を討議。

10) その他

· 新聞記事：食品企業の海外進出関連記事、食品飲料PB製品関連記事、食料資源と日本の農業関連記事
· HIV/エイズ等感染症グループパンフレット、MDGsキャンペーン「地球のごはんの日」、「世界食料デー月間」
以上
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